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証明してきたチャベス政権初の敗北を受けた「反省」と「再出発」の見地に立つものであるが、 「草 根」からの候補者選出 、二連敗を回避するためにしばしば「勝て 候補者」選出に希望を託そうとする党中央の意向とは対立するもの ある。それ故 予備 挙の結果が遵守されず、党中央により知名度の高い有力候補が上から押しつけられ ことに不満を募らせたチャベス支持者が離党し 独立候補として革命内部の腐敗を批判す ようになった。また、チャベ
ス大統領を後ろ盾とするＰＳＵＶはその発言力を駆使して、同盟関係にある連立与党間の候補者擁立に関する話し合いを拒絶するとともに、 「草の根の選択」を錦の御旗として掲げ、同党候補を一方的に押しつけようとしている。
　本稿では、一一月実施の地方選挙のために急遽結党が進んでいる
















がおさえているアラグア州（ディダルコ・ボリーバル知事）とスクレ州（ラモン・マルティネス知事） 上記二州と併せて反政府勢力のおさえる州であると理解されるようになっている。また、首都からも程近く、国内屈指の産業 帯 抱えるカラボボ や農業の盛んなグアリコ州では、チャベス大統領の 導する革命は支持しつつもＰＳＵＶとは距離を置くような首長も出現しており、グレーゾーンとして指摘されている。
　一一月の選挙で、政府側が上記四州をいかに制するか、あるいは
















党であるＡＤ及びＣＯＰＥＩは内部 強固な規律 強 てきた。党内人事はもとより、地方自治体首長も「コゴジョ 呼ばれる党中央の有力政治家が決定し、 「草の根」の党員がそうした決定事項に参加する機会 なかった。 うした民主主義の形骸化を批判するチャべス政権になって制定された一九九九年憲法で 、党 民主主義の実現に向けて党内選挙が義務付けられることとなる。しかし実際のところは、ＭＶＲ内部においても一部の有力者が 内の決定事項を占有するという状況に直面する。チャベス大統領が、ＰＳＵＶをベネズエラで初めて 真 民主的な政党であることを強調する背景にはこのような民主主義の形骸化がＭＶＲ内部に浸透していたことを逆説的に物語るものであ 。 　　
　ＰＳＵＶの民主性を証明するイベントとして最も重要なのが、三
月九日に全国レ ルで実施された党中央委員 と六月一日 同じく全国で全ての党員が投票可能な形で執り行われた一一月地方選挙に向けた候補者選出予備選挙であ 。 三月九日 全国のＰＳＵＶ 大隊」関係者が参加して実施された党中央委員選挙は、同党 今後の
政治的、イデオロギー的方向性に影響を与えるような決定権限を有する「党の顔」を決定するという意味合いにおいて極めて重要な意義を持つ選挙であった。党首であるチャベス大統領に次ぐ第一副党首に就任したミューレル・ロハス前大統領参謀長は、選挙当日、選出された中央委員一五名及びその代理人一五名の発表を行ったが、トップ当選したイストゥリス元教育・ ポーツ大臣（元カラカス市長） 、アダン・チャベス前教育大臣、ロドリゲス前副大統領、ロドリゲス前外相に代表される伝統的左派政党出身の、知 度の高い文民が大半を占める点が特徴である。軍人の政 活動を禁じる憲法従い、ミューレル・ロハス第一副 首も既に退役しており、チャベス政権の特徴である軍人の参加が最小限（三〇名中四名）に抑えられたことは指摘するに値する。
　同時に注目すべきは、かつて副大統領も務めたチャベス大統領の
側近中の側近であるカベジョ・ミランダ州知事をはじめとして、ララ通信・情報大臣、チャコン前大統領府大臣、バレト 都区長官、ベルナル・リベルタドール市 、あるいはアメリアッチ議員といったＭＶＲの古参有力政治家が軒並み同選挙から漏れた点である。これらの指導者には汚職や非効率といった印象がつきまとっており、同時に敗北に終わった昨年の憲法改正国民投票において、有権者動員を怠った張本人であるとしてそ 責任を追及されている面々であった。
　このように、草の根党員の意思により選出された党中央委員につ





命である。三月一九日には、チャベス大統領はベネズエラ全土を九地域に分割し、それぞれを担当する地域別副党首を任命した。後に首都区に隣接する戦略的に重要なミランダ州担当 分割され、カベジョ現知事が同州担当副党首に就任したため 最終的に党首、第一副党首に次いで一〇名の地域担当副党首が誕生 た。
　この後、全党員五七二万二〇一七人の約半数にあたる二五〇万人



























見られる。 「僅差での敗北」という憲法改正国民投票に関する政府の結果発表が正確なものであるとするの れば、チャべス支持を表明する貧困セクターで未だ多くの党員を抱え こうした少数与党の動員力は、二連敗回避を目指すチャべス政権に って見過ごすことのできない戦力となる。
　これに対して、ＰＳＵＶを除く与党各党は、一時はこれら政党を「裏切り者」 、 「反革命的」とまで蔑んだチャべス大統領の態度軟化を評価したも の、 そもそもＰＳＵＶが上からこうした「割り当て」（cuotas ）を一方的に押し付けることを拒否した。五〇〇万人を超













に現役の州知事を巻き込みさらなる進展を見せた。首都からも程近い農業州であるグア コ州では、現職でＰＳＵＶ所属のマヌイット知事が自身の実娘レニー同州議会議長の立候補 画策したが、党中央は前通信・情報大臣で国会議長も務めたウィリアン・ララ氏の候補を強力に推進していく。六月一日に実施された予備選挙では、ララ候補が勝利し、レニー・マヌイット候補は次点 終わる。しかしながら、マヌイット知事等は、ララ候補側の不正を主張するとともに、二〇〇四年地方選挙でミランダ州知事ポストを熱望したララ候補の変節振りを批判しＰＳＵＶを離党、元の所属政党であ ＰＴからの立候補を宣言する。
　さらに指摘するべき事例は、ベネズエラ屈指の産業州であるカラ




五〇％以上の得票率、あるいはそれに満たない場合は次点候補に一五％以上の差をつけるという当選のための条件を充たしていなかったために、最終的に党中央の決定に基づき立候補が認められなかった者や次点に終わったものの選出された対立候補が不正を行った等と考える者が次々と離党し、 「愛国同盟」その他の支持を取り付ける等、党の掲げる社会主義というイデオロギー以上に目先の利害関係によって党内の対立が先鋭化す 構図が明確なものとなってきている。ここでは「草の根の意志表明」が諸刃の剣としてＰＳＵＶの首元に突きつけられるという厳しい現実を看取することができる。本稿執筆中の九月の段階でこうし 動きへ チャべス大統領の反応は暴力的なものであり、例えば、グアリコ州へは国軍組織を派遣し、マヌイット候補を支持する放送局を占拠するといった姿勢を見せているが、ＰＳＵＶ内部からもこうした姿勢を疑問視する姿勢が表明されている。●継続するポピュリズム
　アルボルノス書記長に次ぐＰＰＴの顔で、ラ米政治史に精通した
知識人としても知られるラファエル・ウスカテギ事務局長は、一一月の地方選挙でチャベス（母艦）人気にあやかったチャベス派候補（戦闘機）の勝利を意味する「航空母艦方式」が採用されることはなく、革命一〇周年を迎えるベネズエラ国民の政治的成熟度 そが選挙結果を左右するであろうと発言している。同事務局長は、チャベス大統領の絶大なる人気そのものに疑問の余地はないことを強調しながらも、その存在そのものがチャベス大統領支持を表明する個別候補に自動的に票をもたらさなくなってきていると主張し いるのである（二〇〇八年七月一一日付『ウルティマス ・ ノティシアス』紙） 。この事実が表明するのは、ＭＶＲからＰＳＵＶへと引 継がれたポピュリズムの変質であり、今後ＰＳＵＶが直面すると想定されうる民主主義観についての激しい議論であろう。
　ＭＶＲは一九九七年に当時のチャべス候補の大統領選挙での勝利
を目指して結成された純粋なまで 選挙マシーン った。社会正









と呼ばれる選対組織を定期的に設置する により、中央委員への権限集 を避けるなど、 「チャべス革命」推進に必要な党のコントロールを透徹させてきた。
　しかし一〇年という期間は大統領の支配の及ばないところで、革
命の矛盾を招来することと る チャベス大統領支持区であると認識される貧困者居住区等で憲法改正「賛成」が軒並み敗北 、昨年一二月実施の国民投票で明らかになった は、チャベス大統領るいは彼の掲げるボリーバル革命は支持するも の、自身の生活を左右する地方行政には厳しい視線を向けるという有権者の民主主義観の変化である。そこで批判されたのは、チャベスへ 支持との理想を語りつつも、他方で、草の根有権者の生活改善、ひいては民主的な革命への参画を保証しない「地方ボス」として 自治体首長の姿である。
　チャベス大統領はかねてより「ベネズエラには一つの政府しか存










必ずし 政党の形をとる必要があったかは疑問であるとしつつも、革命勢力を糾合可能なチャベス大統領の指導力の下にこう 勢力を統合する制度の必要性 主張している。 この発言に のは、 チャベス大統領という個人に依拠したポピュリズムの形態であり、党内勢力、連立与党、草の根支持者の忠誠心あ いは地方行政を大統領へ従属（中央集権化）させていこう の意志で ろう。●おわりに
　一一月選挙を前に結成が進行しているＰＳＵＶは見てきたように





党幹部人事が進展するであろう 、急激な社会主義導入への支持者の反発は容易に想像がつくものであり、社会主義の説 ストイシズムを推進しながら、現在可能な政治動員をいかに維持 は大きな課題となろう。いずれにしても現在待たれる は、昨年の憲法改正で敗北したチャベス政権が地方選挙でどのような結果をあげであり、その結果如何で二〇〇九年のベネズエラ政治情勢が大きく左右されることは論を待たない。
（はやし 　かずひろ／前在ベネズエラ日本大使館専門調査員）
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